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陸前高田市体育交流施設指定管理者募集要項

陸前高田市体育交流施設の指定管理者を募集します。この施設の指定管理者の指定を受けよ

うとする場合は、本募集要項及び陸前高田市体育交流施設指定管理者業務仕様書（以下「仕様

書」という。）に基づき申請してください。

１ 募集の目的

陸前高田市体育交流施設（以下「体育交流施設」という。）は、市民の心身の健全な発

達と交流の促進に資することを目的とし、陸前高田市総合交流センター、陸前高田市Ｂ＆

Ｇ海洋センター、陸前高田市スポーツドーム及び陸前高田市高田松原運動公園で構成され

ています。

体育交流施設の管理運営にあたっては、陸前高田市体育交流施設条例（平成２９年条例

第２０号）（以下、「体育交流施設条例」という。）に基づき、民間活力を生かした効率

的かつ柔軟な運営により、体育交流施設の機能が最大限発揮できる指定管理者制度を導入

します。また、指定管理料及び利用料金制を採用し、利用料金は、指定管理者の収入とし

ます。

以上のことを踏まえ、陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成

１７年条例第２４号）第２条に基づき、指定管理者指定を希望する団体を募集します。

２ 施設の概要

名 称 陸前高田市体育交流施設

所 在 地

１ 陸前高田市総合交流センター、陸前高田市Ｂ＆Ｇ海洋センター

陸前高田市高田町字太田５番地

２ 陸前高田市スポーツドーム

陸前高田市高田町字山苗代３７番地１２

３ 陸前高田市高田松原運動公園

陸前高田市高田町字曲松１２２番地

設置条例 体育交流施設条例

設置目的 市民の心身の健全な発達と交流の促進に資するため

規 模 等

１ 陸前高田市総合交流センター、陸前高田市Ｂ＆Ｇ海洋センター

⑴ 構 造 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 ２階建て

⑵ 敷地面積 ４５，６５３㎡

⑶ 建築面積 ９，６４２㎡

⑷ 延床面積 １０,５９１㎡（１階８,５２６㎡、２階２,０６５㎡）

⑸ 主な施設 多目的ホール、アリーナ、柔剣道場、温水プール、駐

車場

２ 陸前高田市スポーツドーム

⑴ 構 造 鉄骨造１階建て（屋根：鉄骨骨組膜構造）

⑵ 敷地面積 ９，５６４㎡
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３ 管理運営方針

⑴ 体育交流施設の位置付け

体育交流施設は、市民の心身の健全な発達と交流の促進に資する施設であり、市民の

健康づくりの推進や交流を図る施設として、また、各種大会等の開催や合宿利用の促進

等による交流人口拡大のための施設として、施設の効用を最大限に発揮するとともに、

民間事業者の発想と柔軟な運営により、公共サービスを効率化し、限られた資源を効果

的に運用することで維持管理経費の抑制を図りつつ、使用者が満足できる適正な管理運

営及び市民のスポーツ機会の創出等を行うものとします。

⑵ 維持管理・利用促進の運営方針

ア 体育交流施設の維持管理にあたっては、より質の高い維持管理水準を保てるよう必要

かつ適正な管理を行うものとします。

イ 施設や設備については、使用者が快適かつ安全に使用できるよう常に清潔に保ち、機

能を正常に保持するために適正な管理と保守点検を行うものとします。

ウ 高齢者や障がい者に対する配慮を行うとともに、使用者に対して平等かつ公正な態

度で運営を行い、常に使用者の声を聴取し、反映できるものは積極的に取り入れるこ

とで使用者の満足度を高めるものとします。

⑶ 建築面積 ２，０１９㎡

⑷ 延床面積 １，９９８㎡

⑸ 主な施設 多目的グラウンド、フィットネスルーム、玄関ホール、

駐車場

３ 陸前高田市高田松原運動公園

⑴ 敷 地 面 積 ２０５,２９６㎡

⑵ 第一野球場

ア 構 造 鉄筋コンクリート造３階建て

イ 建築面積 １,３９５㎡

ウ 延床面積 １,４７０㎡

⑶ 屋内練習場

ア 構 造 鉄骨造１階建て

イ 建築面積 ５５７㎡

ウ 延床面積 ５５９㎡

⑷ ミーティングルーム

ア 構 造 木造１階建て

イ 建築面積 ５４２㎡

ウ 延床面積 ３７０㎡

⑸ 主 な 施 設 第一野球場、第二野球場、屋内練習場、第一サッカー

場、第二サッカー場、ミーティングルーム、多目的広

場、子ども広場、屋外トイレ（４ヶ所）、駐車場
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エ 利用促進にあたっては、より多くの市民がスポーツに親しむことができる取り組み

など、民間事業者の発想と柔軟な運営により、各種スポーツ教室、大会の開催や合宿

誘致等を行うものとします。

オ 危機管理体制・防犯体制の整備など利用者の安全確保や防災対策にも十分に配慮する

とともに、環境対策にも取り組むものとします。

４ 指定管理者が行う業務

指定管理者が行う業務は以下のとおりです。

なお、業務の詳細は仕様書を参照してください。

⑴ 施設等の運営（使用許可、利用料金の徴収等）に関する業務

⑵ 施設等の維持管理に関する業務

⑶ 設備機器等の維持管理に関する業務

⑷ 施設内の物品管理に関する業務

⑸ 施設の利用促進に関する業務

⑹ 危機管理対応に関する業務

⑺ 保険加入に関する業務

⑻ その他運営に関する業務のうち、市長のみの権限に属する事務を除く業務

⑼ その他必要と認める業務

５ 指定期間

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（３年間）

ただし、管理を継続することが適当でないと認められるときは、当該指定期間の途中にお

いても指定を取り消すことがあります。

なお、指定管理の運営が適正であり、市が当該施設の適正管理を確保するため必要と判断

した場合には、継続して指定管理を行うことができます。

６ 指定管理料

⑴ 市は、毎年度の予算の範囲内において、指定管理者に指定管理料を支払います。

指定管理料の額は、年額９９，７２４千円、とし、指定管理者から申請時に提出され

た事業計画書及び収支計算書を基に、指定管理者と市が協議の上、毎年度当初に締結す

る「年度協定書」で定めます。

なお、指定管理料の支払期日及び支払額についても、指定管理者と市が協議の上、「年

度協定書」で定めます。

⑵ 指定管理料の算定

ア 指定管理料の算定は、原則として申請時に提出された収支計算書を基に、施設管理

に要する経費（自主事業に係る経費を除く。）から利用料金及び広告料金の年間収入

見込額を差し引いた額を基準に、指定管理者と市の協議により決定します。
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イ 市から指定管理者に支払う指定管理料は、年度協定締結時に想定されなかった特別

な事情が発生した場合を除き変更しません。なお、特別な事情に収入見込額の減額は

含まれません。

ウ 収支計算書の計算に使用する消費税及び地方消費税の合計税率は１０％とします。な

お、消費税及び地方消費税の税率が改正された場合には、提出された収支計算書を再算

定し、指定管理料を協議により決定します。

※ 指定管理者の収入と支出

※ 利用料金収入については、全額指定管理者の収入となります。ただし、陸前高田市体

育交流施設条例第１０条別表第１の加算使用料及び別表第４中の夜間照明設備（第一野

球場、第一サッカー場）の利用料金については、市の収入とします。

７ 申請資格等

⑴ 申請資格

指定管理者指定に申請しようとする団体は、以下の全ての要件を満たさなければなり

ません。

ア 法人その他の団体（以下「団体等」という。）であること。

イ 団体等又はその代表者が次の全てに該当していること。

収入 施設の運営に関

して指定管理者

が行わなければ

ならない業務

⑴ 指定管理料 ア 指定管理料

⑵ 施設運営収入 ア 利用料金収入

イ 広告料金収入

自主事業として

行うことの可能

な業務

⑶ 自主事業収入 ア 利用料金収入

イ 物販事業収入（自動販売機等）

ウ スポーツ教室等事業収入

エ その他目的外使用に伴う収入（公

衆電話等）

支出 施設の運営に関

して指定管理者

が行わなければ

ならない業務

⑷ 維持管理運営

費用

ア 人件費

イ 修繕費

ウ 備品費

エ 保険料

オ 委託費（夜間警備業務、清掃業務

を外部委託した場合）

カ 公租公課

キ その他経費等

自主事業として行

うことの可能な業

務

⑸ 自主事業に係

る経費

ア スポーツ教室等事業費

イ 目的外使用料（物販、自動販売機

等）

ウ その他経費 等
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(ア) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定によ

り、市から入札の参加資格を制限されていないこと。

(イ) 直近２年度分の法人市民税、市民税、固定資産税、消費税及び地方消費税を滞納し

ていないこと。

(ウ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申

立てがない又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生

手続開始の申立てがないこと。

(エ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に掲げる暴力団又はそれらの利益になる活動を行う団体でないこと。

(オ) 本市又は他の自治体等において、指定管理者の取り消しを受けたことがないこと。

(ｶ) 類似施設の管理運営又はそれに類する業務について、実績を有すること。

ウ 陸前高田市内に事務所又は事業所がある、又は令和８年３月３１日までに設置見込が

あること。

エ Ｂ＆Ｇ指導員として、センター・インストラクター（Ｂ＆Ｇ財団認定の養成研修了

者）１名以上を常駐配置できること。

⑵ 複数の団体による申請

サービスの向上及び効率的運営を図る上で必要な場合は、複数の団体（以下「グループ」

という。）が共同して申請することができます。この場合、次の事項に留意してください。

ア グループの名称を決定し、代表となる団体を選定してください。なお、代表となる団

体及び構成団体の変更は、原則として認めません。

イ 当該グループの構成団体は、単独又は別のグループの構成団体となり本施設の指定管

理者に応募することはできません。

ウ 当該グループの構成団体は、⑴の申請資格を満たさなければなりません。この場合に

おいて、⑴ウに掲げる事業所、営業所等は、複数の団体のうち少なくとも１つの団体が

設置又は設置見込みであることを要件とします。

エ 下記の１０⑴提出書類のオ～シについては、構成団体ごとに提出してください。

⑶ 申請資格の留意事項

ア 法人格の有無、組織の形態等は、問いません。団体であるか否かは、団体規約及び団

体の予算書の有無により判断します。

イ 新たに法人を設立する場合は、その法人の名称を申請団体としてください。申請時に

設立していなくても申請できますが、令和７年１１月中旬までに登記事項証明書を提出

してください。

なお、任意団体にあっては、申請時に設立していない場合は、応募できません。

８ 募集及び選定等の日程

指定管理者の募集は、次の日程により行います。

項 目 日 程

募集要項及び仕様書の配布 １０月３日（金）から１０月１７日（金）まで

質問事項の受付 １０月３日（金）から１０月３１日（金）まで
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９ 募集要項及び仕様書の配布期間、現地説明会等

⑴ 募集要項の配布期間、配布時間及び配布場所

ア 配布期間：令和７年１０月３日（金）から同年１０月１７日（金）まで

ただし、日曜日、土曜日及び祝日を除く。

イ 配布時間：午前８時３０分から午後５時１５分

ウ 配布場所：陸前高田市商工交流部交流推進課 陸前高田市総合交流センター

〒０２９－２２０５ 陸前高田市高田町字太田５番地

電 話 ０１９２－５４－２１１１（内線４１８）

ＦＡＸ ０１９２－２２－８４４７

市ホームページ（https：//www.city.rikuzentakata.iwate.jp）からもダ

ウンロードできます。

⑵ 現地説明

ア 日 時：令和７年１０月２３日（木）午前９時から正午まで

イ 場 所：陸前高田市総合交流センター、陸前高田市B&G海洋センター

陸前高田市スポーツドーム、陸前高田市高田松原運動公園

ウ 内 容：募集要項、仕様書に基づいた施設の説明

エ 申 込：令和７年１０月１７日（金）午後５時１５分までに、⑴の連絡先まで、電

子メール又はファクスでお申し込みください。（任意様式）

オ そ の 他

(ア) 現地説明への参加は、応募の必須要件ではありません。

(イ) 参加希望者が無い場合は、現地説明会は開催しません。

⑶ 質問事項の受付及び回答

募集要項及び仕様書等に関する質問は、次のとおり受け付けます。

ア 受付期間：令和７年１０月３日（金）から同年１０月３１日（金）まで

イ 受付方法：電子メール又はファクスで陸前高田市商工交流部交流推進課まで提出して

ください。（任意様式）

なお、電話による個別質問は、受け付けません。

ウ 回答方法：申請者全員に、ファクス又は電子メールで回答するとともに、陸前高田市

ホームページにおおむね５日以内に回答を掲載します。

ＦＡＸ：０１９２－２２－８４４７

メールアドレス：sports@city.rikuzentakata.iwate.jp

現地説明会 １０月２３日（木）

申請の受付期間 １０月３日（金）から１１月４日（火）まで

候補者の決定、通知 １１月中旬

指定管理者の指定 １２月中旬

基本協定及び年度協定の締結 基本協定…令和８年４月１日（水）

年度協定…毎年４月１日付け

指定管理者による管理運営の開始 令和８年４月１日（水）から

mailto:%E2%97%8B%E2%97%8B%E2%97%8B@city.rikuzentakata.iwate.jp
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10 申請の手続き

⑴ 提出書類一覧

注）グループによる申請の場合は、構成団体ごとにオ～シの書類を提出してください。

⑵ 提出部数

１部（印刷した物のほか、データも提出してください。）

⑶ 提出期間及び提出方法

提出期間：令和７年１０月３日（金）から令和７年１１月４日（火）まで

書 類 名 説 明

ア 指定管理者指定申請書 様式第１号

イ 事業計画書 様式第２号

ウ 管理業務に係る収支予算書
様式第３号

※ 年度ごとに作成すること。

エ 管理業務実績調書
別紙１

※ 該当がある場合のみ

オ 指定管理者の申請に関する申立書 様式第４号

カ

法人市民税又は市民税、固定資産税

並びに消費税及び地方消費税に滞

納（納付期限が到来していないもの

を除く。）がないことを証明する書

類

・陸前高田市長（陸前高田市から課税されていない

団体で市外に主たる事務所等を有するものにあって

は、主たる事務所等の所在地の市区町村長）及び税

務署長が発行する納税証明書

・申請団体及び団体の代表者に係る納税証明書(提

出日において発行の日から３か月以内のもの）

キ 団体の概要 様式第５号

ク 役員名簿

ケ
団体の定款、寄附行為、規約その他

これらに類する書類

コ
法人にあっては、当該法人の登記事

項証明書

サ

申請書を提出する日の属する事業

年度の前年度における事業報告書、

貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュフロー計算書（直近３か年分）、

監査報告書、財産目録その他経営の

状況を明らかにする書類

法人以外の団体にあっては、左記に準ずる書類

新しく設立された法人等にあっては、その設立時に

おける財産目録（法人以外の団体にあってこれに準

ずる書類）

シ

申請書を提出する日の属する事業

年度における団体に関する事業計

画書及び予算書

ス 共同申請届出書 様式第６号（グループで申請する場合）

セ 協定書（グループで申請する場合）

設立目的、名称、所在地、設立日、構成団体、代表

団体、出資割合、グループの意思決定方法、構成員

の責任分担及び事務分担、取引金融機関、会計年度、

利益配当割合、欠損金負担割合、協定に定めのない

事項の取扱い等、本事業を実施するために必要な事

項が規定されていること。
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ただし、日曜日、土曜日及び祝日を除く。

ア 提出時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで

イ 提出場所：陸前高田市商工交流部交流推進課 陸前高田市総合交流センター

ウ 提出方法：郵送又は直接持参してください。

郵送の場合は書留郵便とし、令和７年１１月４日（火）午後５時１５分必

着とします。なお、データは電子メールにて１４の問い合わせ先に提出し

てください。

⑷ 申請に当たっての留意事項

ア 申請のあった団体の名称等は、公表することがあります。

イ 団体が提出する事業計画書等の著作権は、提出した団体に帰属します。ただし、市は、

指定管理者の公表等において必要な場合は、事業計画書等の内容の全部又は一部を使用

できるものとします。

ウ 提出された書類は、陸前高田市情報公開条例（平成１６年条例第１０号）の規定に基

づき公開することがあります。この場合において、陸前高田市情報公開条例に規定する

不開示情報が含まれるときは、部分開示又は不開示となります。（個人情報及び団体の

正当な利益を害する情報等）

エ 当募集に対し、１団体が複数の申請を行うことはできません。

オ 申請に要する経費は、全て申請団体の負担とします。

カ 提出書類に使用する紙は、日本産業規格Ａ４サイズとします。

キ 提出書類には、カタログ、パンフレット類を含め１から順に通し番号を付すこととし

ます。（下端からおおむね１㎝上部左右中央部の位置に付すこと。）

ク 提出書類に使用する言語は日本語とし、通貨単位は円とします。

ケ 提出書類その他提出された資料は、返却しません。

コ 提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは、認めません。

サ 必要に応じ、資料の提出をお願いすることがあります。

シ 陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第２４

号）、陸前高田市体育交流施設条例その他関係法令等を承知の上で申請してください。

⑸ 以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがあります。

ア 申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。

イ 申請書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの

ウ 申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの

エ 申請書類に虚偽の内容が記載されているもの

⑹ 応募書類提出後に辞退する場合は、書面にて辞退届を提出してください。

11 指定管理者の指定及び協定の締結等

⑴ 指定管理者の指定

指定管理者の指定には、陸前高田市議会の議決が必要です。指定管理者選定委員会が候

補者として選定した団体を指定管理者とする議案が可決された後に、指定管理者の指定を

行います。
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⑵ 協定の締結

市と指定管理者候補者は、業務内容及び管理の基準に関する細目的事項について協議の

上、仮協定を締結します。仮協定は、議決後、指定管理者の指定を受けた後に基本協定書

として取り扱います。

⑶ 指定に係る留意事項

ア 指定管理者の候補者が、仮協定若しくは基本協定の締結に応じない場合又は指定管理

者に指定することが不適当と認められる事情が生じた場合は、指定管理者の指定の議決

後においても、指定しないことがあります。

イ 指定管理者の指定を受けた団体が、基本協定の締結までに次に掲げる事項に該当する

ときは、その指定を取り消すことがあります。

（ア） 資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。

（イ） その他、当該団体が指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。

ウ 指定管理者の指定について議会の議決が得られなかった場合において、指定管理者の

候補者となっている団体が指定管理に係る準備等のために支出した費用等については、

指定管理者の候補者の負担とします。

エ 指定管理者の指定後であっても、指定管理者の選定時に不正等があった場合には、指

定を取り消します。また、指定管理者の指定を取り消したことにより、市に費用や損害

が生じた場合、指定管理者は、市に生じた費用や損害を賠償しなければなりません。

⑷ 指定管理者の履行責任に関する事項

ア 指定管理者は、施設又は施設利用者に事故があった場合は、迅速かつ適切な対応を行

い、速やかに市に事故の発生及び状況を報告しなければなりません。

イ 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やか

に市に報告しなければなりません。

ウ 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する物件を損傷し、又は滅失したときは、

それによって生じた損害を市に賠償しなければなりません。

エ 指定管理者が変更される場合は、旧指定管理者から新指定管理者へ必要な業務引継を

行い、市に報告しなければなりません。

オ 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項については、基本協

定で定めます。

⑸ 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合又はそのお

それが生じた場合には、市は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改

善策の提出及び実施を求めることができます。

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合には、

市は、指定管理者の指定を取り消し、又は業務の一部の停止を命じることができます。

なお、指定管理者の責めに帰すべき事由は、次のとおりです。

（ア） 虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。

（イ） 協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。

（ウ） その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理者から協定の解除の申出
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があったとき。

（エ） 上記のほか、指定管理者の重大な違法行為又は反社会的行為により、管理運営の継

続が、不可能と認められるとき。

イ 指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化し、業務の継続が困難

と認められる場合には、市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。

ウ 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により事業の

継続が困難となった場合には、市と指定管理者は、事業継続の可否について協議し、や

むを得ないと判断した場合、市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。

エ ア及びイにより指定管理者の指定を取り消したことにより、市に費用や損害が生じた

とき、指定管理者は、市に生じた費用や損害を賠償しなければなりません。

オ ウにより指定管理者の指定を取り消したことにより、市に増加費用や損害が生じたと

きは、市と指定管理者の協議によりその処理を決定します。

カ アからウにより、指定管理者の指定を取り消したことにより、指定管理者に損害が生

じても、市は、その賠償の責めを負いません。

12 個人情報の取扱い

⑴ 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第６６条第２項において準用する同条第１項の規定により、公の施設の管理の業

務（以下「管理業務」という。）で取り扱う個人情報の安全管理措置を講じなければなら

ないこと。

⑵ 個人情報の取扱いを適正に行う体制を整備すること。

⑶ 指定管理者及び管理業務に従事している者は、管理業務に関して知り得た個人情報又は

死者に関する情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。

指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者がその職務を

退いた後も同様であること。

⑷ 指定管理者は、法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号）その他の関係法令を遵守すること。

⑸ 前各号に規定する事項のほか、管理業務における個人情報の適正な取扱いを確保するた

めの必要な事項に関すること。

13 その他

⑴ 原状回復義務

指定管理者は、指定期間期間終了又は指定の取消時の際には、指定期間開始日を基準

として通常の使用に伴う損耗（経年劣化による損耗等）を除き、本施設を現状に回復

し、市に対して本施設を引き渡さなければなりません。

また、市が認めた場合には、指定管理者は本施設の原状回復は行わずに別途市が定め

る状態で市に対して本施設を引き渡すことができるものとします。

⑵ 自主事業の実施
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指定管理者は、施設の設置目的に合致するとともに施設の効用を高め、かつ指定管理業

務の実施を妨げない範囲において、自らの創意と工夫により、自主事業を実施することが

できます。なお、自主事業を実施する場合は、事前に事業計画書及び収支計画書を提出し

て市の承認を受け、指定管理者の責任と費用により行わなければなりません。

⑶ その他の具体的な取扱いや細目的な取り決め

業務の実施条件、業務の実施内容、緊急時の対応、指定管理料、利用料金、指定又は指定

の取消し、その他の業務の実施に当たって定めるべき具体的な取り扱いや細目的な取り決

めは、協定で定めるものとします。

14 問い合わせ先

陸前高田市商工交流部交流推進課

〒０２９－２２０５ 陸前高田市高田町字太田５番地

電 話 ：０１９２－５４－２１１１（内線４１８）

ＦＡＸ ：０１９２－２２－８４４７

メールアドレス：sports@city.rikuzentakata.iwate.jp

ホームページ ：http：//www.city.rikuzentakata.iwate.jp
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様式第１号

年 月 日

陸前高田市長 様

住 所

団 体 名

代表者氏名 ○印

指定管理者指定申請書

下記施設の指定管理者として指定を受けたいので、陸前高田市公の施設の指定管理者の指定

手続きに関する条例第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１ 管理しようとする施設の名称

陸前高田市体育交流施設

２ 添付書類

⑴ 事業計画書

⑵ 法人登記簿謄本、定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類

⑶ 団体等の運営状況を説明する書類

⑷ その他市長が定める書類

３ 担当者連絡先

（Ａ４）
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様式第２号

年 月 日

陸前高田市長 様

住 所

団 体 名

代表者名 ㊞

事 業 計 画 書

１ 公の施設の名称

陸前高田市体育交流施設

２ 管理業務の計画（必要に応じて別紙として書類を添付すること。）

３ 管理業務に係る収支予算（様式第３号参照）

（Ａ４）
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様式第３号

管理業務に係る収支予算書（ 年度）

（施設名）陸前高田市体育交流施設

１ 収入

２ 支出

３ 収支

※ 消費税及び地方消費税を含んだ額で記入すること。また、消費税は１０％とすること。

※ 令和８年度、令和９年度、令和１０年度別に作成すること。

※ 記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。

（Ａ４）

科 目 収入見込額 （円） 備 考

合 計

科 目 支出見込額 （円） 備 考

合 計

収 支 （円）
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別紙１

年 月 日

陸前高田市長 様

住 所

団 体 名

代表者名 ㊞

管 理 業 務 実 績 調 書

１ 受託施設名（設備内容等も記入してください。）

２ 施設住所

３ 契約件名

４ 請負金額

５ 契約期間

６ 契約内容

７ 活動内容

（Ａ４）
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様式第４号

年 月 日

陸前高田市長 様

住 所

団 体 名

代表者名 ㊞

指定管理者の申請に関する申立書

陸前高田市体育交流施設の指定管理者の申請に係る提出書類等について、下記のとおり申し立て

ます。

記

□ 以下の事項のいずれにも該当する。

⑴ 直近２年度分の法人市民税又は市民税、固定資産税並びに消費税及び地方消費税を滞納し

ていない団体であること。

⑵ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、市から入札の参加を制限されていない団

体であること。

⑶ 会社更生法（平成１４年法律１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規

定に基づき更正又は再生手続きをしていない団体であること。

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団又はそれらの利益になる活動を行う団体ではないこと。

⑸ 本市又は他の自治体等において、指定管理者指定期間の途中での取消しを受けたことがな

い団体であること。（不可抗力等の団体の責に帰さない理由による場合を除く）

⑹ 陸前高田市内に事業所、営業所等がある、又は令和８年３月３１日までに設置見込みがあ

ること。

□ 以下の事項について承諾します。

当団体及び構成団体は、指定管理者の申請にあたり、陸前高田市に納付すべき市民税等の納

付状況について、確認されること。

□ 提出書類のうち、該当のないものについては、以下のとおりです。

（該当のない提出書類の名称）

（該当のない理由）

※ 該当する項目にﾚマークを記入すること。

（Ａ４）
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様式第５号

団体の概要

〔連絡先〕

（Ａ４）

項 目 内 容

名 称

所在地

設立年月日

代表者名
※ 役職名も記載してください。

資本(出資)金

従業員数
総数 人（常勤 人、非常勤等その他 人）

内陸前高田市内＝総数 人（常勤 人、非常勤等その他 人）

経営理念

運営方針

沿 革

団体組織図 別途添付

主要業務

担当部署名 担当者名

電話番号 ＦＡＸ番号

Ｅ－ｍａｉｌ
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様式第６号

共同申請届出書

年 月 日

陸前高田市長 様

グループ名称

代表団体所在地

団 体 名

代 表 者 氏 名 ○印

陸前高田市体育交流施設の指定管理者に申請するため、次の団体は、グループを構成し、陸前高

田市との間における下記の事項に関する権限を代表団体に委任して申請します。

指定管理者に指定された場合は、各構成団体は、陸前高田市体育交流施設の指定管理者としての

業務の遂行及びこれに伴うグループが負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

※ 記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加すること。

※ 団体間で締結した協定書（これに準ずるものを含む）の写しを添付すること。なお、団体間で協定の締結を行っ

ていない場合は、協定書（案）を作成し添付すること。

※ 各構成団体が担当する業務分担等、役割や責任体制について簡潔に記入した書類（A4 版 1枚）を別途添付する

こと。

（Ａ４）

グループ名称

代表団体所在地

代表団体（受任者）

所在地

団体名

代表者名 ○印

構成団体（委任者）

所在地

団体名

代表者名 ○印

構成団体（委任者）

所在地

団体名

代表者名 ○印

委任事項

１ 指定管理者の指定の申請に関する一切の権限

２ 陸前高田市との協定締結に関する一切の権限

３ （例示:経費の請求受領に関する一切の権限）

４ （例示:各種契約の締結および履行に関する一切の権限）

５ その他、上記に付随する一切の権限


